
 

  

重要事項説明書 

指定介護予防訪問看護サービス 

サポーターズサポート株式会社 
豊訪問看護リハビリステーション 
（事業所番号：2764090912） 

（要支援） 
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あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定介護予防訪問看護サービスについて、

契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を、説明いたします。 

わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

 

 

 

 

 

１ 指定介護予防訪問看護サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 サポーターズサポート株式会社 

代  表  者  氏  名 中田 卓人 

本  社  所  在  地 

（連絡先及び電話番号等） 
大阪府豊中市玉井町２丁目１３－５ 

法人設立年月日 平成 30 年 2 月 15 日 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

（1）事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 豊訪問看護リハビリステーション 

介 護 保 険 指 定 

事  業  所  番  号 
2764090912 

事 業 所 所 在 地 大阪府豊中市玉井町２丁目１３－５ 

連     絡     先 

相 談 担 当 者 名 

06-7173-7052 

中田 恵 

事 業 所 の 通 常 の 

事 業 の 実 施 地 域 
豊中市・吹田市・尼崎市・箕面市・池田市・伊丹市 

 

（2）事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

サポーターズサポート株式会社が設置する豊訪問看護リハビリステーション（以下「事

業所」という。）において実施する指定介護予防訪問看護事業（以下「事業」という。）の

適正な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、指定介護予

防訪問看護の円滑な運営管理を図るとともに、利用者の意思及び人格を尊重し、要支援

状態の利用者の立場に立った適切な指定介護予防訪問看護の提供を確保することを目的

とする。 

運 営 の 方 針 

（1）事業所が実施する事業は、利用者が要支援状態となった場合においても、可能な限

りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるように配慮して、その

療養生活を支援し、心身機能の維持回復を図るものとする。 

（2）利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行うものとする。 

（3）自事業の実施に当たっては、利用者の心身機能、環境状況等を把握し介護保険以外

この「重要事項説明書」は、「豊中市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び

に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例（平成 24 年豊中市条例第 73 号）」の規定に基づき、指定介護予防訪問看護サービス提供契約

締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するものです。 



3 

の代替サービスを利用する等効率性・柔軟性を考慮したうえで、利用者の意思及び

人格を尊重しながら、利用者のできることは利用者が行うことを基本としたサービ

ス提供に努めるものとする。 

（4）事業の実施に当たっては、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、在宅介

護支援センター、地域包括支援センター、他の居宅サービス事業者、保険医療サー

ビス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるものとする。 

（5）指定介護予防訪問看護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切

な指導を行うとともに、主治医及び地域包括支援センターへ情報の提供を行うもの

とする。 

（6）前５項のほか、「豊中市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び

に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準等を定める条例」（平成 24 年豊中市条例第 73 号。以下「指定介護予防サービ

ス条例」という。）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

（3）事業所窓口の営業日及び営業時間 

営 業 日 月曜日～金曜日（土・日・祝日対応可。対象者のみ 24 時間対応あり。） 

営 業 時 間 ９：００～１７：３０ 

（4）サービス提供可能な日と時間帯 

サ ー ビ ス 提 供 日 月曜日～金曜日（土・日・祝日対応可。対象者のみ 24 時間対応あり。） 

サービス提供時間 ９：３０～１７：００ 

（5）事業所の職員体制 

管理者 中田 恵 

 

職 職務内容 人員数 

管
理
者 

管理者は、主治医の指示に基づき適切な指定介護予防訪問看護が行われるよう

必要な管理及び従業者の管理を一元的に行うとともに、法令等において規定さ

れている指定介護予防訪問看護の実施に関し、事業所の従業者に対し遵守すべ

き事項についての指揮命令を行う。 

常 勤 1 名 

※看護職員と兼

務 
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看
護
職
員
の
う
ち
主
と
し
て
計
画
作
成
等
に
従
事
す
る
者 

1 指定介護予防訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師から文書による指
示を受けるとともに、主治の医師に対して介護予防訪問看護計画書及び介
護予防訪問看護報告書を提出し、主治の医師との密接な連携を図ります。 

 
2 サービス担当者会議への出席等により、介護予防支援事業者と連携を図り

ます。 

 
3 主治の医師の指示に基づく介護予防訪問看護計画書の作成を行うととも

に、利用者等への説明を行い、同意を得ます。 

 
4 利用者へ介護予防訪問看護計画書を交付します。 

 
5 利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすいよ

うに指導又は説明を行います。 
 

6 介護予防訪問看護計画書に基づき、指定介護予防訪問看護のサービスを提
供します。 

 
7 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行います。 

 
8 訪問日、提供した看護内容等を記載した介護予防訪問看護計画書を作成し

ます。 

 
9 指定介護予防訪問看護の実施状況の把握及び介護予防訪問看護計画書の変

更を行います。 

 
10 介護予防訪問看護計画書に基づくサービスの提供の開始時から、当該計画

に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも 1 回
は、当該計画の実施状況の把握（「モニタリング」という。）を行います。 

 
11 上記のモニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防訪問看護計画

書の変更を行います。 

 

 

 

 

 

 

看護職員 

 

看護師 

常 勤 8 名 

※うち 1 名管理

者と兼務 

 

非常勤 3 名 

理
学
療
法
士
等 

1 サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者と連携を図り

ます。 

 

2 医師及び理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その

他の職種の者が多職種協同により、指定介護予防訪問リハビリテーション

に関する解決すべき課題の把握とそれに基づく評価を行って訪問リハビ

リテーション計画を作成します。計画作成にあたっては、利用者、家族に

説明し、利用者の同意を得ます。作成した計画書は、利用者に交付します。 

 

3 訪問リハビリテーション計画に基づき、指定介護予防訪問リハビリテーシ

ョンを提供します。 

 

4 常に利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境の的確な

把握に努め、利用者に対し、適切なサービスを提供します。 

 

5 それぞれの利用者について、訪問リハビリテーション計画に従ったサービ

スの実施状況及びその評価について速やかに診療記録を作成するととも

に、医師に報告します。 

理学療法士 

常 勤 8 名 

非常勤 3 名 

 

作業療法士 

常 勤 1 名 

非常勤 0 名 

 

言語聴覚士 

常 勤 ０名 

非常勤 ０名 
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事
務
職
員 

必要な事務を行います。 
常 勤 ０名 

非常勤 １名 

 

３ 提供するサービスの内容及び費用について 

（1）提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

介護予防訪問看護計画書

の作成 

主治の医師の指示及び利用者に係る介護予防支援事業者が作成した介護予

防サービス計画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のア

セスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた介

護予防訪問看護計画を作成します。 

介護予防訪問看護の提供 

介護予防訪問看護計画書に基づき、介護予防訪問看護を提供します。 

具体的な介護予防訪問看護の内容 

① 病状・障害の観察 

② 清拭・洗髪等による清潔の保持 

③ 食事および排泄等日常生活の世話 

④ 床ずれの予防・処置 

⑤ リハビリテーション 

⑥ ターミナルケア 

⑦ 認知症患者の看護 

⑧ 療養生活や介護方法の指導 

⑨ カテーテル等の管理 

⑩ その他医師の指示による医療処置 

⑪ 介護予防訪問看護計画書に基づく指定介護予防訪問看護 

指定介護予防訪問リハビ

リテーション 

利用者が可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるよう、利用者の居宅において、理学療法、作業療法そ

の他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能の

維持回復を図り、生活機能の維持、向上を目指します。 

なお、理学療法士等による訪問看護については、看護業務の一環として看護

職員の代わりにリハビリテーションを実施します。 

 

（2）看護職員の禁止行為 

看護職員はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

② 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

③ 利用者の同居家族に対するサービス提供 

④ 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 

⑤ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護するため、緊

急やむを得ない場合を除く。やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録します。） 

⑥ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑 
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（3）提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

 ◎１単位を 10.84 円として計算しています。 

※ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合 

◎上段は看護師による訪問の場合、下段は准看護師による訪問の場合の金額となります。 

サービス提供時間数 

 

サービス提供時間帯 

20 分未満 

基本単位 利用料 
利用者負担 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 

昼間 
看護師 303 3,284 円 329 円 657 円 985 円 

准看護師 272 2,948 円 295 円 590 円 885 円 

早朝/夜間 
看護師 378 4,097 円 410 円 820 円 1,230 円 

准看護師 340 3,685 円 369 円 737 円 1,106 円 

深夜 
看護師 453 4,910 円 491 円 982 円 1,473 円 

准看護師 408 4,422 円 443 円 885 円 1,327 円 

 20 分以上 30 分未満 

昼間 
看護師 451 4,888 円 489 円 978 円 1,467 円 

准看護師 405 4,390 円 439 円 878 円 1,317 円 

早朝/夜間 
看護師 563 6,102 円 611 円 1,221 円 1,831 円 

准看護師 506 5,485 円 549 円 1,097 円 1,646 円 

深夜 
看護師 675 7,317 円 732 円 1,464 円 2,196 円 

准看護師 608 6,590 円 659 円 1,318 円 1,977 円 

 30 分以上 1 時間未満 

昼間 
看護師 794 8,607 円 861 円 1,722 円 2,583 円 

准看護師 713 7,728 円 773 円 1,546 円 2,319 円 

早朝/夜間 
看護師 990 10,732 円 1,074 円 2,147 円 3,220 円 

准看護師 891 9,658 円 966 円 1,932 円 2,898 円 

深夜 
看護師 1188 12,877 円 1,288 円 2,576 円 3,864 円 

准看護師 1070 11,598 円 1,160 円 2,320 円 3,480 円 

 1 時間以上 1 時間 30 分未満 

昼間 
看護師 1090 11,815 円 1,182 円 2,363 円 3,546 円 

准看護師 978 10,601 円 1,061 円 2,121 円 3,181 円 

早朝/夜間 
看護師 1359 14,731 円 1,474 円 2,947 円 4,420 円 

准看護師 1223 13,257 円 1,326 円 2,652 円 3,978 円 

深夜 
看護師 1631 17,680 円 1,768 円 3,536 円 5,304 円 

准看護師 1467 15,902 円 1,591 円 3,181 円 4,771 円 
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※ 理学療法士等による訪問の場合 

サービス提供時間数 

サービス提供時間帯 
基本単位 利用料 

利用者負担 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 

昼間 
2 回以内/日 284 3,078 円 308 円 616 円 924 円 

2 回超/日 142 1,539 円 154 円 308 円 462 円 

早朝/夜間 
2 回以内/日 354 3,837 円 384 円 768 円 1,152 円 

2 回超/日 178 1,929 円 193 円 386 円 579 円 

深夜 
2 回以内/日 425 4,607 円 461 円 922 円 1,383 円 

2 回超/日 213 2,308 円 231 円 462 円 693 円 

※ 理学療法士等による介護予防訪問看護の利用を開始した日の属する月から起算して 12 月を越えて理学

療法士等が介護予防訪問看護を行う場合は、1 回につき 5 単位を所定単位数から減算します。 

 

※ サービス提供時間数は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、介護予防サービス計画及び介護予

防訪問看護計画に位置付けられた時間数（計画時間数）によるものとします。なお、計画時間数とサー

ビス提供時間数が大幅に異なる場合は、利用者の同意を得て、介護予防サービス計画の変更の援助を行

うとともに介護予防訪問看護計画の見直しを行います。 

 

※ 当事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは当事業所と同一建物

に居住する利用者又は当事業所における一月当たりの利用者が同一の建物に 20人以上居住する建物に

居住する利用者にサービス提供を行った場合は、上記単位数の 90/100 となり、当事業所における一月

当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建物に居住する利用者に対して、サービス提

供を行った場合は、上記単位数の 85/100 となります。 

 

※ 主治の医師（介護老人保健施設の医師を除く）から、急性憎悪等により一時的に頻回の介護予防訪問看

護を行う必要がある旨の特別の指示を受けた場合は、その指示の日から 14 日間に限って、介護保険に

よる介護予防訪問看護費は算定せず、別途医療保険による介護予防訪問看護の提供となります。 

 

※ 〈理学療法士等の訪問回数が超過している場合等の減算〉 

  以下の基準のいずれかに該当する場合、1 回につき 8 単位を所定単位数から減算します。 

・訪問看護ステーションの前年度の理学療法士、作業療法士または言語聴覚士による訪問回数が、看護

職員による訪問回数を超えていること。 

・緊急時訪問看護加算、特別管理加算及び看護体制強化加算をいずれも算定していないこと。 
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（5）加算料金 

  以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

※ 緊急時訪問看護加算（Ⅰ）は、次に掲げる基準のいずれにも適合し、利用者の同意を得て、計画的に訪

問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合に算定します。 

（１）利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる

体制にあること。 

（２）緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制の整備が行われて

いること。 

緊急時訪問看護加算（Ⅱ）は、上記（１）に適合し、利用者の同意を得て、計画的に訪問することとな

っていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合に算定します。 

加算 
基本

単位 
利用料 

利用者負担 
算定回数等 

1 割負担 2 割負担 3 割負担 

緊急時介護予防訪問看護加算

（Ⅰ） 

（訪問看護ステーション） 

600 6,504 円 651 円 1,301 円 1,952 円 

1 月に 1 回 緊急時介護予防訪問看護加算 

（Ⅱ） 

（訪問看護ステーション） 

574 6,222 円 623 円 1,245 円 1,867 円 

特別管理加算（Ⅰ） 500 5,420 円 542 円 1,084 円 1,626 円 
1 月に 1 回 

特別管理加算（Ⅱ） 250 2,710 円 271 円 542 円 813 円 

初回加算（Ⅰ） 350 3,794 円 380 円 759 円 1139 円 
初回のみ 

初回加算（Ⅱ） 300 3,252 円 326 円 651 円 976 円 

退院時共同指導加算 600 6,504 円 651 円 1,301 円 1,952 円 1 回あたり 

長時間介護予防訪問看護加算 +300 3,252 円 326 円 651 円 976 円 1 回につき 

看護体制強化加算 100 1,084 円 109 円 217 円 326 円 1 月に 1 回 

複数名訪問加算（Ⅰ） 

+254 2,753 円 276 円 551 円 826 円 

複数の看護師等が同時に 

実施した場合 

30 分未満（1 回につき） 

+402 4,357 円 436 円 872 円 1,308 円 

複数の看護師等が同時に 

実施した場合 

30 分以上（1 回につき） 

複数名訪問加算（Ⅱ） 

+201 2,178 円 218 円 436 円 654 円 

看護師等が看護補助者と 

同時に実施した場合 

30 分未満（1 回につき） 

+317 3,436 円 344 円 688 円 1,031 円 

看護師等が看護補助者と 

同時に実施した場合 

30 分以上（1 回につき） 

サービス提供体制強化加算

（Ⅰ） 
６ 65 円 7 円 13 円 20 円 1 回につき 

サービス提供体制強化加算

（Ⅱ） 
３ 32 円 4 円 7 円 10 円 1 回につき 

専門管理加算 250 2,710 271 542 813 1 月に 1 回 

口腔連携強化加算 50 542 55 109 163 1 月に 1 回 
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※ 特別管理加算は、指定介護予防訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定

める状態にあるものに限る。→下段のかっこ内に記載しています。）に対して、指定介護予防訪問看護

の実施に関する計画的な管理を行った場合に加算します。 

なお、「別に厚生労働大臣が定める状態にあるもの」とは次のとおりです。特別管理加算（Ⅰ）は①に、

特別管理加算（Ⅱ）は②～⑤に該当する利用者に対して介護予防訪問看護を行った場合に加算します。 

① 在宅悪性腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態又は気管カニ

ューレ、留置カテーテルを使用している状態 

② 在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法

指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導

管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

③ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

④ 真皮を越える褥瘡の状態 

⑤ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

 

※ 初回加算（Ⅰ）は新規に訪問看護計画を作成した利用者に対し、病院等から退院した日に初回の訪問看

護を提供した場合に加算します。 

初回加算（Ⅱ）は新規に訪問看護計画を作成した利用者に対し、病院等から退院した日の翌日以降に初

回の訪問看護を提供した場合に加算します。 

※ 退院時共同指導加算は、入院若しくは入所中の利用者が退院又は退所するにあたり、主治医等と連携し

在宅生活における必要な指導を行い、その内容を文書により提供した場合に加算します。なお、初回加

算を算定する場合は算定しません。 

※ 複数名訪問加算（Ⅰ）は、二人の看護師等（両名とも保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業

療法士若しくは言語聴覚士であることを要する。）が同時に介護予防訪問看護を行う場合（利用者の身

体的理由により１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合等）に加算し、複数名訪問加算

（Ⅱ）は、看護師等が看護補助者と同時に介護予防訪問看護を行う場合に加算します。 

※ 長時間介護予防訪問看護加算は、特別管理加算の対象者に対して、１回の時間が１時間３０分を超える

介護予防訪問看護を行った場合、介護予防訪問看護の所定サービス費（１時間以上１時間３０分未満）

に加算します。なお、当該加算を算定する場合は、別途定めた１時間３０分を超過する部分の利用料は

徴収しません。 

※ 看護体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市に届け出た指定看護訪問

事業所が、医療ニーズの高い利用者への指定介護予防訪問看護の提供体制を強化した場合に加算しま

す。 

※ サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市に届け出た訪問

看護事業所が、利用者に対し、訪問看護を行った場合に算定します。 

※ 専門管理加算は、都道府県知事に加算の届出を提出した指定訪問看護事業所の緩和ケア、褥瘡ケア、人

工肛門および人口膀胱ケアにかかわる専門の研修を受けた看護師または特定行為研修を修了した看護

師が、訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合に算定します。 

※ 口腔連携強化加算は、事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同

意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場合に、１月に１

回に限り算定します。 

※ （利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額をいったんお支

払いいただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、「領収証」を添えてお住まい

の市町村に居宅介護サービス費等の支給（利用者負担額を除く）申請を行ってください。 
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４ その他の費用について 

① 交通費 

利用者の居宅が、通常の事業の実施地域以外の場合、移動に要した交通費の

実費（公共交通機関等の交通費）を請求いたします。 

なお、自動車を使用した場合は、通常の事業の実施地域を越えた地点から片

道４Km 未満は 1,500 円、４Km 以上は 3,000 円を請求いたします。 

〇交通費  100 円（税込み）／1 訪問につき 

〇駐車場代 実費 

② キャンセル料 

サービスの利用をキャンセルされる場合、キャンセルの連絡をいただいた時

間に応じて、下記によりキャンセル料を請求させていただきます。 

前日営業時間内までにご連絡の場合 キャンセル料は不要です。 

前日営業時間内までにご連絡のない場合 

2,000 円を請求いたします。 

但し、別日に振替の場合は請求い

たしません。 

※ただし、利用者の病状の急変や急な入院等の場合には、キャンセル料は請求いたしません。 

 

５ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法について 

① 利用料、利用者負担額

（介護保険を適用する

場合）、その他の費用の

請求方法等 

ア 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用

の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額により請求

いたします。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月 14 日までに利

用者あてお届け（郵送）します。 

② 利用料、利用者負担額

（介護保険を適用する

場合）、その他の費用の

支払い方法等 

ア 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の

額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額により請求い

たします。 

（ア）利用者指定口座からの自動振替 

（イ）現金支払い 

イ お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領収証を

お渡ししますので、必ず保管されますようお願いします。領収書の再

発行はいたしかねます。（医療費控除の還付請求の際に必要となるこ

とがあります。） 

 

※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当な理由が

ないにもかかわらず、支払期日から２か月以上遅延し、さらに支払いの督促から１か月以内に支払いが

無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。 
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６ 担当する看護職員の変更をご希望される場合の相談窓口について 

利用者のご事情により、担当す

る訪問看護員・療法士の変更を

希望される場合は、右の相談担

当者までご相談ください。 

 

ア 相談担当者氏名：中田 恵 

イ 連絡先電話番号：06-7173-7052 

  ファックス番号：06-4980-3934 

ウ 受付日及び受付時間：月曜日～金曜日 9：00～17：30 

 

※ 担当する看護職員は、利用者のご希望をできるだけ尊重して調整を行いますが、当事業所の人員体

制などにより、ご希望にそえない場合もありますことを予めご了承ください。 

 

７ サービスの提供にあたって 

（1） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要支援認定の

有無及び要支援認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった

場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2） 利用者が要支援認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われる

よう必要な援助を行います。また、介護予防支援が利用者に対して行われていない等の場合であっ

て、必要と認められるときは、要支援認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要支援認

定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。 

（3） 主治の医師の指示並びに利用者に係る介護予防支援事業者が作成する「介護予防サービス計画（ケ

アプラン）」に基づき、利用者及び家族の意向や心身の状況等を踏まえて、「介護予防訪問看護計画

書」を作成します。なお、作成した「介護予防訪問看護計画書」は、利用者又は家族にその内容を

説明し、交付いたしますので、ご確認いただくようお願いします。 

（4） サービス提供は「介護予防訪問看護計画書」に基づいて行ないます。なお、「介護予防訪問看護計画

書」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。 

（5） 看護職員に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業者が行いますが、実

際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行います。 

 

８ 虐待の防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 中田 恵 

 

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に

周知徹底を図っています。 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（4） 従業者に対して、虐待の防止のための定期的な研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）によ

る虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市区町村に通報します。 
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９ 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関する秘密

の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に

関する法律」、「個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン」及び「医療・介護関係事業者における個人情

報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な

取扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）

は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族

の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終

了した後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を保持させるため、従業者である期間及び従業者で

なくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、

従業者との雇用契約の内容とします。 

② 個人情報の保護について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サー

ビス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いませ

ん。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書

で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家

族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれ

る記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）につ

いては、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の

際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じて

その内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、

追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行

い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものと

します。（開示に際して複写料などが必要な場合は利用者

の負担となります。） 
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10 緊急時の対応方法について 

  サービス提供中に、利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合には、速やかに主治の医師へ

の連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 

緊急連絡先 

氏名  続柄  

住所  

電話番号   

携帯電話  

 

主治医 
医療機関名  

医師氏名  

 

11 事故発生時の対応方法について 

  利用者に対する指定介護予防訪問看護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、

利用者に係る介護予防支援事業者（地域包括支援センターより介護予防支援の業務を受託している居宅

介護支援事業者を含む。以下同じ。）等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

  また、利用者に対する指定介護予防訪問看護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠

償を速やかに行います。 

【市町村の窓口】 

豊中市健康福祉部 

高齢施策科 事業所窓口 

（所在地）  豊中市中桜塚３丁目１－１ 

（電話番号） ０６－６８６８－２８６８ 

（FAX 番号） ０６－６８５８－３１４６ 

（受付時間） ９：００～１７：１５（土日祝は休み） 

【居宅支援事業の窓口】 

事業所名  

住所  

電話番号  

介護支援専門員  

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 訪問看護共済会 

保険名 賠償責任保険 

補償の概要 

業務遂行中の対人事故、対物事故 

業務中の利用者の転倒等の身体の事故 

利用者の物品事故等 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様 
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12 身分証携行義務 

  看護師等は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を求められた

時は、いつでも身分証を提示します。 

 

13 心身の状況の把握 

  指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、介護予防支援事業者が開催するサービス担当者会議等を

通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用

状況等の把握に努めるものとします。 

 

14 介護予防支援事業者等との連携 

① 指定介護予防訪問看護の提供に当たり、介護予防支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サー

ビスの提供者と密接な連携に努めます。 

② サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「介護予防訪問看護計画書」の写

しを、利用者の同意を得た上で介護予防支援事業者に速やかに送付します。 

③ サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した書

面またはその写しを速やかに介護予防支援事業者に送付します。 

 

15 サービス提供の記録 

① 指定介護予防訪問看護の実施ごとに、サービスの提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用

者の心身の状況その他必要な事項についての記録を行うこととし、その記録はサービスを提供した

日から 5 年間保存します。 

② 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することが

できます。 

 

16 衛生管理等 

（1） 看護師等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（2） 指定介護予防訪問看護事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（3） 事業所において感染症が派生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１

回以上開催するとともに、その結果について、看護師等に周知徹底しています。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

③ 看護師等に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施しています。 

 

17 業務継続計画の策定等について 

（1） 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防訪問看護の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業

務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（2） 看護師等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しま

す。 

（3） 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 
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18 ハラスメントの防止について 

  事業者は、利用者や事業所職員のハラスメント防止の為に、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（1） ハラスメントに関する担当者を選定しています。 

ハラスメントに関する担当者 中田 卓人 

（2） ハラスメント対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知

徹底を図っています。 

（3） ハラスメントのための指針の整備をしています。 

（4） ハラスメント防止のための定期的な研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）によ

るハラスメント行為を発見した場合は、組織的に対応します。 

（6） カスタマーハラスメントについても基本方針を整備して対応します。 

カスタマーハラスメントの基本方針：事業者は、利用者等に対して真摯に対応し、信頼や期待に応えることで、より高い満

足を提供することを心掛けます。一方で、利用者等からの常識の範囲を超えた要求や言動の中には、従業員の人格を否定す

る言動、暴力、セクシャルハラスメント等の従業員の尊厳を傷つけるものもあり、これらの行為は職場環境の悪化を招くゆ

ゆしき問題です。事業者は、従業員の人権を尊重するため、これらの要求や言動に対しては利用者等に対しては誠意をもっ

て対応しつつも毅然とした態度で対応します。もし、利用者等からこれらの行為を受けた際は、従業員が上長などに報告相

談することを奨励しており、相談があった場合には組織的に対応します。 

 

19 サービス提供に関する相談、苦情について 

（1） 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定訪問看護に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を

設置します。（下表に記す【事業者の窓口】のとおり） 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

 〇 受け付けた苦情を記録します。 

 〇 行政に文章の提出を行い、提示に従います。 

 〇 行政の助言を受けた場合は必要な改善を行っていきます。 

 〇 職員の共通認識として情報を共有します。 

 

（2） 苦情申立の窓口 

【事業者の窓口】 

（事業者の担当部署・窓口の名称） 

所在地：豊中市玉井町２丁目１３－５ 

電話番号：06-7173-7052  FAX：06-4980-3934 

受付時間：9：00～17：30（月曜日～金曜日、24 時間対応時は土・日・

祝日対応可） 

 

【豊中市の窓口】 

豊中市福祉部長寿社会政策課 

所在地：豊中市中桜塚３丁目１番１号 

電話番号：06－6858－2838  FAX：06－6858－3146 

受付時間：8：45～17：15（月曜日～金曜日、但し、祝日・12 月 29 日

～1 月 3 日を除く） 

『話して安心、困りごと相談』 

所在地：豊中市中桜塚３丁目１番１号 

電話番号：06－6858－2815  FAX：06－6854－4344 

受付時間：9：00～17：15 

（月曜日～金曜日、但し、祝日・12 月 29 日～1 月 3 日を除く） 
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【公的団体の窓口】 

大阪府国民健康保険団体連合会 

所在地：大阪市中央区常磐町１丁目３番８号（中央大通 FN ビル内） 

電話番号：06－6949－5418 受付時間：9：00～17：00 

（月曜日～金曜日、但し、祝日・12 月 29 日～1 月 3 日を除く） 

 

20 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年    月    日 

 

 上記内容について、「豊中市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例（平成 24 年豊中市条例第 73 号）」の規定に基づき、利用者に説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 大阪府豊中市玉井町２丁目１３－５ 

法 人 名 サポーターズサポート株式会社 

代 表 者 名 中田 恵                     印   

事 業 所 名 豊訪問看護リハビリステーション 

説明者氏名 印   

 

上記内容の説明を事業者から確かに受け、重要事項説明書を受領しました。 

利用者 

住 所  

氏 名 印   

 

代理人 

住 所  

氏 名 印   

 


